
令和４年度当初予算概要 
 
 

一般会計の予算総額は、前年度比５．２％減の１８５億５，４２３万３

千円を計上しました。 

なお、令和３年度当初予算は骨格予算のため、肉付け後の令和３年度６

月補正後の予算額と比較すると、８．６％減となります。 
 

令和４年度当初予算は、本市が果たす役割を踏まえ、人口減少下にあっ

ても、地域の活力が維持される西都市であるために、「第五次西都市総合

計画」及び「さいと未来創生総合戦略」に基づく施策の確実な推進を図る

こととしました。なお、新庁舎建設事業が最終年度を迎えることなどの影

響から、昨年度よりも予算総額が減額となります。 

 
 

一般会計の主な歳入は、市税が前年度当初比２．１％増の３１億１６６

万３千円、地方消費税交付金は１１．５％増の７億７００万円、地方交付

税は、９．８％増の４６億７，７３８万円、国庫支出金は、新型コロナウ

イルスワクチン接種体制確保事業費などの増により、１２．１％増の３２

億３，０２４万１千円、県支出金は、新規就農者育成総合対策事業費など

の増により、４．３％増の１７億５，０９０万７千円、寄附金は、前年度

と同額の１６億１千円、繰入金は、１５．４％減の２０億１，６４４万５

千円、市債は、臨時財政対策債１億９，７２２万３千円を含む、７４．５％

減の５億６，０５２万３千円を計上しています。 

 

次に、歳出の義務的経費について、前年度当初予算と比較すると、人件

費は、職員人件費の増などにより、１．１％増の３１億１９５万３千円、

扶助費は、介護給付費・訓練等給付費の増などにより、３．５％増の４１

億８，６００万５千円、公債費は、償還元金の減などにより、３．５％減

の９億１５４万４千円とし、義務的経費全体では１．８％増の８１億８，

９５０万２千円となります。 

また、投資的経費については、新庁舎建設事業費の減などにより、全体

では４５．８％減の１８億１，０６２万１千円となります。 
 

 以上の結果、自主財源比率は３９．５％、依存財源比率は６０．５％と

なります。 

なお、基金の令和４年度末現在高は、６５億１，４９７万４千円、地方

債の令和４年度末現在高については、１２５億５，８９２万８千円を見込

んでいます。 


